
Booking.com B.V.から申請があった確約計画の認定等について 

令和４年３月１６日 

公 正 取 引 委 員 会 

公正取引委員会は，Booking.com B.V.に対し，独占禁止法の規定に基づき審査を行っ

てきたところ，同社の後記２の行為が独占禁止法第１９条（不公正な取引方法第１２

項〔拘束条件付取引〕）の規定に違反する疑いが認められた。公正取引委員会は，当

該行為について，確約手続に付すことで，Booking.com B.V.によって当該行為を排除

するための措置が速やかに実施されることにより，競争の早期回復が図られると認め，

令和３年１２月１７日，同法第４８条の２の規定に基づき，同社に対し確約手続に係

る通知を行った。 

今般，Booking.com B.V.から，公正取引委員会に対し，同法第４８条の３第１項の

規定に基づき，後記２の行為を排除するために必要な措置の実施に関する確約計画の

認定を求める申請があった。公正取引委員会は，当該確約計画は後記２の行為を排除

するために十分なものであり，かつ，その内容が確実に実施されると見込まれるもの

であると認め，本日，同法第４８条の３第３項の規定に基づき，当該確約計画を認定

した（注１）（注２）。 

なお，本認定は，公正取引委員会がBooking.com B.V.の当該行為が独占禁止法の規

定に違反することを認定したものではない。 
（注１）確約計画の認定は，確約手続に係る通知を受けた事業者から申請された確約計画を公正取引委員会が

認定するという，独占禁止法に基づく行政処分である。 

（注２）公正取引委員会は，認定した確約計画に従って確約計画が実施されていないなどの場合には，独占禁

止法第４８条の５第１項の規定により当該認定を取り消し，確約手続に係る通知を行う前の調査を再開

することとなる。 

１ 申請者の概要 

名 称 Booking.com B.V. 

所 在 地 オランダ王国アムステルダム，ヘレングラハト５９７ 

代 表 者 M.F. Lima da Rocha Barros 

２ 違反被疑行為の概要 

Booking.com B.V.は，自らが運営する「Booking.com」と称する宿泊予約サイト（注

３）（以下「Booking.comサイト」という。）に我が国所在の宿泊施設（注４）を掲載す

る宿泊施設の運営業者（以下「宿泊施設運営業者」という。）との間で締結する契

約において，Booking.comサイトに宿泊施設運営業者が掲載する我が国所在の宿泊

施設に係る宿泊料金及び部屋数について，他の販売経路と同等又は他の販売経路

よりも有利なものとする条件（ただし，当該契約において定めている，当該宿泊料

金について自社ウェブサイト等の販売経路（注５）と同等又は当該販売経路よりも有

利なものとする条件〔以下「宿泊料金のナロー同等性条件」という（注６）。〕を除 
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く。）を定めるとともに，宿泊施設運営業者に対し，当該条件の遵守について，自

ら要請し，又は我が国においてBooking.com B.V.に対する支援業務を行う

Booking.com Japan株式会社（以下「Booking.com Japan」という。）をして要請さ

せている。 
（注３）「宿泊予約サイト」とは，インターネットを通じて宿泊施設の予約サービスを提供するウェブサイト

をいう。 

（注４）「宿泊施設」とは，旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の許可を受けて行う同法第

２条第２項に規定する「旅館・ホテル営業」の用に供する施設をいう。 

（注５）「自社ウェブサイト等の販売経路」とは，宿泊施設運営業者自身が運用し，又は宿泊施設運営業者の

属するホテルチェーン等の運営主体が専ら当該ホテルチェーン等に属する宿泊施設の運営業者のために

運用するウェブサイト等の販売経路をいう。 

（注６）いわゆる同等性条件には，同等性を求める対象が，自社ウェブサイト等の販売経路で提示される宿泊

料金等に限定されるナロー型のものと，そのような限定なく，全ての販売経路で提示される宿泊料金等

との同等性を求めるワイド型のものがある。 

３ 違反被疑行為による影響 

宿泊施設運営業者がBooking.comサイト以外の宿泊予約サイトも利用している場

合において，当該宿泊施設運営業者は，前記２の行為により，例えば，Booking.com

サイト以外の宿泊予約サイトに掲載する宿泊料金をBooking.comサイトに掲載する

ものよりも引き下げた場合，引き下げた宿泊料金と同等又はそれより低額の宿泊料

金をBooking.comサイトにも掲載する必要が生じることとなる。 

このため，Booking.com B.V.の前記２の行為により，同社と競争関係にある宿泊

予約サイトの運営業者において，例えば次のとおり，自らの事業活動に影響が生じ

た事例が認められた。 

〇 宿泊予約サイトＸの運営業者が，当該宿泊予約サイトに掲載された宿泊施設の

宿泊料金を自らの負担で割り引くこととし，当該割引後の宿泊料金を掲載したと

ころ，当該宿泊施設の運営業者から，当該宿泊施設の運営業者自らの負担で当該

割引後の宿泊料金と同等の宿泊料金をBooking.comサイトにも掲載せざるを得な

くなるとして，当該割引後の宿泊料金の掲載の中止を求められた事例 

〇 宿泊予約サイトＹの運営業者が，当該宿泊予約サイトにおける集客を促進させ

るため，掲載する宿泊施設の宿泊料金について，期間を限定して引き下げる企画

を立て，当該宿泊施設の運営業者に当該企画への参加を提案したところ，当該宿

泊施設の運営業者から，当該企画への参加によって当該宿泊予約サイトに特徴的

な利用者層からの集客の増加が期待される一方で，引下げ後の宿泊料金と同等の

宿泊料金をBooking.comサイトにも掲載する必要が生じることから，必ずしも期

待どおりの集客につながらないとして，当該企画への参加を断られた事例 

４ 確約計画の概要 

(1) 前記２の行為を取りやめること。 

(2) 今後，前記２の行為と同様の行為を行わないこととし，また，引き続き，宿泊

施設運営業者に対し，Booking.comサイトにおけるランキングアルゴリズムその

他の宿泊施設の掲載順位の決定に関する仕組みを利用して前記２の条件と同様

の条件を遵守させる行為を行わないこととし，この措置を今後３年間実施するこ

と。 

(3) 前記２の行為を取りやめる旨及び前記２と同様の行為を行わないこととし，こ

の措置を今後３年間実施する旨を取締役会において決議すること。 



(4) 前記(3)に基づいて採った措置及び前記(1)の措置を採る旨を，宿泊施設運営業

者に通知し，かつ，Booking.com B.V.において関連する業務に従事する従業員並

びにBooking.com Japanにおいて関連する業務に従事する役員及び従業員に周知

徹底すること。 

(5) 次の事項を行うために必要な措置を講じること。 

ア 宿泊施設運営業者との取引に関する独占禁止法の遵守についての行動指針

の作成並びにBooking.com B.V.において関連する業務に従事する従業員及び

Booking.com Japan又は我が国でBooking.com B.V.に対する支援業務を行う者

において関連する業務に従事する従業員に対する周知徹底 

イ 宿泊施設運営業者との取引に関する独占禁止法の遵守についての

Booking.com B.V.において関連する業務に従事する従業員及びBooking.com 

Japan又は我が国でBooking.com B.V.に対する支援業務を行う者において関連

する業務に従事する従業員に対する定期的な研修並びにリスク管理担当者に

よる定期的な監査 

(6) 前記(1)及び(3)から(5)までの措置の履行状況を公正取引委員会に報告するこ

と。 

(7) 前記(2)の措置及び(5)イに基づいて講じた措置の履行状況を，今後３年間，毎

年，公正取引委員会に報告すること。 

５ 確約計画の認定 

  公正取引委員会は，前記４の確約計画が独占禁止法に規定する認定要件のいずれ

にも適合すると認め，当該確約計画を認定した。 

６ Booking.com B.V.による宿泊料金のナロー同等性条件に係る行為に対する今後の

対応 

公正取引委員会は，Booking.com B.V.が宿泊施設運営業者との間で締結する契約

において定めている宿泊料金のナロー同等性条件について，当該宿泊施設運営業者

によって必ずしも遵守されていない現状から，確約手続による処理の対象としな

かった。 

しかしながら，今後，Booking.com B.V.における宿泊料金のナロー同等性条件の

運用によっては，独占禁止法上の問題が生じる場合もあり得るため，公正取引委員

会は，引き続き，公正かつ自由な競争の維持・促進の観点から，宿泊料金のナロー

同等性条件が宿泊予約サイトの運営業者間の競争に与える影響を注視していくと

ともに，独占禁止法上の問題が認められる場合には厳正に対処することとする。 


